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第３章 インド諸州のビジネス環境と政治的背景 
 

加藤篤史 
 
１ はじめに 
 

近年のインド経済の高い成長率に注目し、新たにインドに進出したり、今後インドに進
出することを検討したりする日本企業の数が増えていると思われる。インドに進出すれば、
企業は必ずどこかの州に拠点を置くことになる。インドは日本の 9 倍の面積を持ち、地域
によって言語や文化が大きく異なる多様性に溢れた国である。企業が直面するビジネス環
境も州間で大きな差異が見られるが、その背景にはビジネス環境に影響を与える諸政策の
相違がある。そして、州間の政策の違いを理解するには、政策に影響を及ぼす政治の
Modus Operandi (的確な日本語訳はないが、通常の「やり方」「仕方」「行い方」「様式」
という日本語が近い)を知っておくことが有用である。日本とは異なる政治のやり方・仕方
を知っておくことで、企業がインドで直面するビジネス環境の問題について理解が深まり、
場合によっては対処の方法を見つける手立てとなることもあるかもしれない。 

本章では、第 2 節でビジネス環境の州間の差異を概観した後に、第 3 節でビジネス環境
の背後にある政治の Modus Operandi を見てみたい。第 4 節ではインド進出に当たっての
注意点を述べ、第 5 節で本章を締めくくる。 
 
 
２ インドのビジネス環境 
 
２．１ ビジネス環境 

本章で「ビジネス環境」とは、企業によるビジネスの成否に影響を及ぼす企業外の要因
のうち、企業（の経営陣）によって制御することが困難なものの集合を指すものとする。
民間企業によるビジネスが国や地域の経済発展を牽引することは論をまたないが、ビジネ
ス環境の構成要素と経済発展の決定要因は一致するものもあれば異なるものもある（図 1）。
例えば、財産権の保
護、整備されたイン
フ ラ ス ト ラ ク チ ュ
ア、高い人的資本、
効率的な金融システ
ムなどはビジネスを
支援するとともに、
経済発展を促進する
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要因でもあると考えられる。一方で、事業が高い利益を上げるためには当該企業が保護さ
れた市場、緩い労働規制、強い知的財産権の保護などが望ましいが、経済発展には自由で
公正な市場競争、労働者の一定の保護、適切な水準の知的財産権の保護などが求められる。 

インドは 21 世紀初頭から目覚ましい経済発展を遂げてきた。2003 年から 2018 年まで
のほとんどの年に６％以上の高い GDP 成長率を記録し、コロナが収束した後には 2021 年
に 9.7％、22 年に 7.6％、23 年に 9.2％、24 年に 6.5％という高い成長率に復活している。
インドの高い経済成長率の背景には力強い投資とイノベーションがある。ただ、インド国
内の州間では経済成長率に大きな格差があることを認識しておく必要がある。1980 年から
2020 年までの 40 年間の一人当たり GDP 成長率で比較すると、インド国内の一部の州(カ
ルナータカ, ケララ, タミル・ナドゥ, アンドラ・プラデシュ)は同じ期間の中国の成長率と
同等の成長率を達成しているのに対して、他の州（ウッタル・プラデシュ, ビハール, 西ベ
ンガルなど）はサブサハラ・アフリカ諸国と同じ程度の成長率しか実現できていない 
(Kapur and Subramanian 2025)。 

日本企業の中にはインド国内市場の拡大に期待をいだき、インド市場への参入を検討し
ているところも多いかもしれない。しかし、インドの経済および政治の様式は現代日本と
はかなり様相を異にするため、日本と異なるビジネス環境とその背景を十分に理解する必
要がある。特に、インドにおいて政治家・官僚と渡り合うために必要となる知識や技能は、
日本とはかなり異なるであろう。 

 
２．２ インドのビジネス環境 

最初にインドのビジネス環境を概観するために、日系企業に対して実施されたインドに
関する JETRO 調査を見てみよう。調査年によって質問の尋ね方は異なるが、2005 年に日
系企業によって投資環境の問題点として挙げられた項目として、上位から「インフラの整
備状況が不十分」「税務手続きの複雑さ」「行政手続きの煩雑さ」「経済法制度の未整備・
恣意的な法制度の運用」「進出国政府の不透明な政策運営」などがあった。2015 年の調査
では経営上の問題点として「従業員の賃金上昇」「競争相手の台頭」「税務の負担」「通関等
諸手続きが煩雑」「原材料・物品の現地調達の難しさ」が多くの企業に挙げられている。
2025 年には日系企業がリスクと感じる上位 5 項目に「税制・税務手続きの煩雑さ」「行政
手続きの煩雑さ」「人件費の高騰」「電力インフラの未整備」「道路インフラの未整備」な
どが挙がっている。これらの調査結果から、インフラの整備状況や行政・税務関連の諸手
続きの煩雑さなど、政策に関わる要因を企業活動を行う上での問題点であると感じる日系
企業が多いことがわかる。 

日系企業が感じる問題とインドの地場企業が直面する問題は異なることも考えられる。
この点に関して世界銀行による World Enterprise Surveys のデータを用いた最近の論文を 2
本紹介したい。まず、Vidyarani and Maheshkumar (2025) によれば、インド国内企業がビ
ジネス上の障害であると回答した要因とそのように回答した企業の割合は、2014 年には上
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位から「腐敗（20.2％）」、「電気（15.2％）」、「税率（13.2％）」、「競争慣行（12.0％）」、
「金融へのアクセス（11.9％）」などが挙げられていた。2022 年には「金融へのアクセス
（21.4％）」、「税率（16.5％）」、「競争慣行（11.3％）」、「税関手続き（11.0％）」、「腐敗
（8.6％）」などが上位に含まれている。2014 年から 2022 年にかけて「腐敗」をビジネス
への障害だと回答した企業の割合は 20.2％から 8.6％まで大きく低下し、「電気」が障害に
なっていると回答した企業の割合は 15.2％から 1.9％にまで激減した。一方で、国内企業
にとっては「金融へのアクセス」が障害だと感じる企業が 11.9％から 21.4％への 2 倍近く
に増加した。また、上位 5 位までには入っていないが、許認可、労働規制、税務など政府
の効率性に関わる障害を挙げる企業も一定数存在する。 

Jabeen, Ali and Yusuf (2021)は、2014 年の World Enterprise Surveys を用いて、ビジネ
スへの障害に関する回答が企業規模によってどのように異なるかを示している。一般に大
企業の方が中小企業よりも様々な障害に対して相対的にうまく対処できると考えられてい
るが、彼らの分析結果によればインドの大企業と中小企業が直面する問題点はやや異なる
傾向があるようである。小企業の方が大企業よりもビジネスへの障害となっていると回答
する企業の割合が多い項目には、「土地へのアクセス（小企業 4.5％ vs 大企業 2.8％）」、「金
融へのアクセス（13.6％ vs 6.5%）」、「裁判所（2.5％ vs 1.8％）」、「競争慣行（10.9％ vs 
5.7％）」、「許認可（2.6％ vs 2.4％）」などが含まれる。しかし、「電気（14.2％ vs 18.2％）」、
「交通（2.0％ vs 3.2％）」、「関税・貿易規制（1.9％ vs 2.4％）」、「税率（12.8％ vs 15.3％）」、
「労働規制（5.5％ vs 8.6％）」、「腐敗（18.2％ vs 22.5％）」などをビジネスへの障害だと回
答している割合は、小企業よりも大企業の方が高かった。ビジネス環境の各要因のあり方
が個別企業の活動の中で引き起こす具体的な障害は多種多様であろう。しかし、以上見て
きたように、インドでは外国企業、国内の大企業・中小企業を問わず、政府の腐敗や非効
率、規制や税に関連する手続きの煩雑さ、インフラの整備状況などが、ビジネスの障害と
とらえられているようである。そして、これらのビジネス上の障害の多くが、政府の政策
と深く関わっていることは明らかであろう。いくつかのビジネス上の障害のあり方は中央
政府の政策に大きく依存し、他の障害のあり方は州政府の政策により密接に関わっている。 

 
２．３ インド諸州のビジネス環境 

日本企業がインドに進出する場合、特定の州の特定の地域に事業拠点を構えることにな
る。そのため、各州のビジネス環境や政治・経済のあり方の特徴を事前に把握しておくこ
とが必要である。インドは連邦制度をとっており、州政府の権限がかなり強い。インド国
憲法の 245 条、246 条の別表７で連邦政府と州政府のそれぞれが管轄する政策領域の分担
が定められ、連邦政府は軍、軍需産業、外交、選挙、国籍、鉄道、国道などを専管し、州
政府は治安、警察、刑務所、公衆衛生、農業、産業、インフラ、公共サービスなどを専管
することになっている。また、連邦政府と州政府の共同管轄事項には民法・刑法関連、電
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気、労働、社会保障、教育などが含まれる 1。このため、社会秩序、財産権の保護、インフ
ラストラクチュア、人的資源、労使関係および産業化政策などビジネス環境を構成する諸
要素のあり方が州政府の政策の相違により大きく異なる場合がある。 

表１はインド政府が世界銀行と協力して編纂した Ease of Doing Business 指標の州別ラ
ンキングのうち 2015 年、2017 年、2019 年のものである。表１では 2019 年のランキング
の高い順に並べ替えてある。表１によれば、2019 年の 1 位はアンドラ・プラデシュ州、そ
れにウッタル・プラデシュ州、テランガナ州、マディヤ・プラデシュ州が続いている。こ
の順位はインドを多少知っている人々にとってはにわかには信じがたい順位である。この

指標は名称がイメージさせるものとは
異なり、モディ首相の”Make in India” 
政策を推進するために、産業政策促進
省(Department of Industrial Policy and 
Promotion  DIPP) が推奨する Business 
Reform Action Plan (BRAP)の中に挙げ
られている改革を達成した程度を評価
して総合指標化している。そのため、
過去から蓄積されてきたインフラや人
的資源などの現状は十分に考慮されて
おらず、少し違和感のあるランキング
結果に至っていると考えられる。 

類似の指標として、過去に NCAER
が編纂した State Investment Potential
の指標がある。表２は、この指標に基
づいた2018 年の州別ランキングである。
インドをよく知る人にはこちらのラン
キングの方が感覚的に腑に落ちる順位
ではないかと思われる。他にもビジネ
ス環境に関する類似のランキングは存
在するが、州の順位は各ランキングに
よってかなり異なり、これらのランキ
ングは企業による投資先の決定にはほ
とんど役立たないだろうというのが、

著者の感想である。ただ、複数のランキングで一貫して順位の低いビハール州や北東部諸
州などのビジネス環境が厳しいであろうことは予想される。なお、シタラマン財務大臣は

 
1 共同管轄事項に関わる法令が中央と州で矛盾する場合には、中央の法令が優先される。 
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2025 年 2 月の 2025 年度連邦予算の発表の際に、2025
年から Niti Aayog が州の Business Friendliness Index を
作成すると述べていたが、2026 年 2 月末の時点ではま
だ発表されていない。 

次にインド国内の州レベルの経済発展の決定要因の
状況について見てみよう。冒頭で述べたように、ビジ
ネス環境の構成要素と経済発展の決定要因には重なる
ものも多い。過去 40 年間に数多くの実証研究が多様な
要因がインド諸州の経済成長に貢献していることを示
してきたが、最近 10 年ほどの研究の中では、例えば、
Panda and Sahay (2022)は 州 政 府 に よ る 社 会 支 出
（social expenditure）、インフラストラクチュア、金融
包摂（financial inclusion）が州レベルの経済成長に統
計的に有意な効果をもたらすこと、Shrawan (2023)は
州政府の ガバナンス、人間開発指数、クレジット・デ
ポジット比率が有意な影響をもたらすこと、Ghosh 
(2024)は物理的インフラストラクチュアと社会インフ
ラストラクチュアの双方が経済成長にプラスの効果を
持つことを示している。Jain (2020)は、企業レベルの WB Enterprise Survey のデータを用
いて、腐敗 (corruption) が企業の利益率と労働生産性に負の影響を及ぼすこと、その効果
は右寄りの政党が与党である州で顕著であることを示した。これらの州レベルの経済（企
業）パフォーマンスの決定要因の中から、ここではインフラストラクチュア、人的資本、
財産権保護、ガバナンスに関して州間の相違を少しだけ見てみたい。 

 
インフラストラクチュア 

上記の論文を含む数多くの先行研究が、何らかの指標で測られたインフラの整備状況が
州の経済パフォーマンス（経済成長や経済発展水準など）にプラスの影響を与えることを
示している。その他の論文として、Rud (2012)は 1965-84 年に主要州で電力インフラが産
業の発展に正の影響をもたらしたことをより厳密な分析手法で示し、Sahoo and Dash 
(2009)はインド全体の時系列データを用いて、インフラが経済成長にプラスの効果を持ち、
その効果は経済自由化が進展した 1991 年以降に大きくなっていることを示している。 
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表３は、Timilsina et al.（2022）らが作成したインフラ開発の指標である。指標の値の
大小からは、インフラストラク
チュアの整備状況がどれほど異
なるのか想像することは難しい
が、著者の体験からもこれらの
指標で上位にランクしている州
と下位の州とでは道路の整備状
況や停電の頻度でかなりの差異
があるように思われる。 

日本と同様に、政治によって
インドのインフラ開発も歪めら
れている。Lehne et al.（2018）
は接戦の選挙で勝利した政治家
と同じ苗字が経営者である建設
会社が道路建設を受注する割合
が 83％増加し、建設費用および
実際には建設されない道路が増えることを明らかにしている。Min (2015)によれば、ウッ
タル・プラデシュ州において、大衆社会党(Bahujan Samaj Party, BSP)が政権をとった後、
BSP 党の議員が選出されている選挙区において電化が進んだことを、また Min and Golden 
(2014)は、同州の与党の議員を選出している選挙区において盗電の程度がひどいことを示
している。 

 
人的資本 

インフラストラクチュアと同様に数多くの論文が人的資本が州の経済パフォーマンスに
プラスの影響をもたらすことを示している。表４は 2024－25 年の州別の教育レベルごとの
就学率を表しており、右から２列目の中等教育(Middle)レベルの高い順に州を並べ替えて
ある。表４から現在のインドでは、ほとんどの州で初等教育レベルでは９０％～１００％
の就学率を達成しているが、中等教育レベルになると３分の１以上の州が１００％を達成
しているのに対して、ビハール州やナガランド州などでは７割程度の就学率しか達成して
おらず、大きな格差が見られることがわかる。このような格差は９年生から１２年生の高
校 (Secondary) レベルになるとさらに大きくなる。 

国全体の話になるが、世界中の国々の民主化が政策にもたらした影響を歴史的に研究し
た Lindert（2004）は、教育政策に関連して「インドは民主主義ではない」とまで言ってお
り、「インド国民会議派の政権下でインド政府は、貧しい大衆（低カースト層や部族民、
イスラム教徒など）よりもエリート層に利益をもたらす高等教育を重視してきた。」と述べ
ている。タミル・ナドゥ州の政治を研究した Washbrook（1989）は、州内に突出して優位

表３　州別の相対的インフラストラクチュア状況

州 スコア 順位 州 スコア 順位
パンジャブ 0.532 1 ヒマーチャル・プラデシュ 1.791 1
ケララ 0.513 2 パンジャブ 1.729 2
ヒマーチャル・プラデシュ 0.414 3 タミル・ナドゥ 1.649 3
タミル・ナドゥ 0.393 4 ケララ 1.535 4
カルナータカ 0.381 5 グジャラート 1.506 5
ハリヤナ 0.351 6 カルナータカ 1.457 6
グジャラート 0.348 7 ハリヤナ 1.294 7
マハラーシュトラ 0.302 8 マハラーシュトラ 1.284 8
アンドラ・プラデシュ 0.270 9 チャッティスガール 1.132 9
アッサム 0.255 10 ラジャスタン 1.062 10
オディッシャ 0.210 11 西ベンガル 0.973 11
ラジャスタン 0.208 12 アッサム 0.952 12
西ベンガル 0.202 13 オディッシャ 0.934 13
ウッタル・プラデシュ 0.172 14 マッディヤ・プラデシュ 0.920 14
マッディヤ・プラデシュ 0.160 15 ウッタル・プラデシュ 0.837 15
チャッティスガール 0.125 16 ビハール 0.696 16
ビハール 0.109 17 ジャールカンド 0.612 17
ジャールカンド 0.097 18 アンドラ・プラデシュ 0.462 18
変動係数 47.3 34.3
（出所）Timilsina, Sahoo, and Dash (2022) の表を加工

2005 2019
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をもつカーストが存在しない
ことが一部のカーストによる
州政治の支配を妨げたと述べ
ている。そして、タミル人と
いうアイデンティティーを確
立 す る こ と に 成 功 し た タ ミ
ル・ナドゥ州の州政府はカー
ストや宗教を超えて、多くの
人々に便益の行き渡る普遍的
な教育に力を入れたと言われ
て い る （Harris and Wyatt 
2013）。 

 
財産権の保護 

経済学では、経済発展には
財産権の保護が重要だという
ことが言われている。インドは
International Property Rights 
Index 2025 で 126 か国中 65 位であり、決して財産権が強く守られている国とはいえない。 

インド国内で州ごとに財産
権の保護がどの程度かを比較し
た指標は見当たらないので、著
者が Crime in India というイン
ドの犯罪白書のデータをもとに
作成した指標を表 5 で示す。左
側が人口当たりの詐欺事件の件
数で債権に対する侵害、右側が
人口当たりの強盗・窃盗の件数
で物権に対する侵害を表す変数
として解釈することができる。
このような変数を用いて Kato 
and Sato（2013）は財産権の保

護が製造業のパフォーマンスに影響を与えることを示した。また、関連する研究論文とし
て、Kato and Sato（2020）は州で発生する暴動が製造業に悪影響をもたらすことを示して
いる。 

政治リーダーは支持連合（勝利連合）の人々の財産権を保護し、そうでない人々の財産
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権の保護を軽視する（あるいは意図的に侵害する）傾向がある。例えば、2002 年にグジャ
ラート州で Godhra 事件の後に起きた暴動の中で、暴徒によってムスリムの人たちの商店
や家が破壊され、彼らの命が奪われていくことを当時のモディ州首相（現インド首相）が
容認したのではないかという批判を受けている（e.g., Dev 2004）。また、オディッシャ州
では、部族民たちの土地が資源開発の大企業によって奪われていくことが容認されてきた
と言われている（e.g., Mohanty 2014）。 

一般に、経済資源の豊かな者たちの財産権の保護が優先される傾向がある。例えば、グ
ジャラート州では、財閥による港湾や発電所の開発が引き起こす公害によって、近隣の
人々の生業を支える土地や水資源が汚染されたり破壊されたりしているにもかかわらず、
グジャラート州政府は放置していると批判されている(Jaffrelot 2019)。また、農村では
（大）地主と小作人はしばしば土地に関する権利について対立しているが、典型的には地
主が自らの経済資源を活用して有利な結果を導くことができる。過去には、農地改革にお
いて西ベンガルなどの一部の州では多少の進展が見られたが、多くの州では様々な政策の
抜け穴が用いられ農地改革が進まなかった（Kohli 1987）。 

以上みてきたように、ビジネスにかかわる重要な政策が適切に形成され執行されるかは、
政府の腐敗や効率性に大きく依存する。また、州の腐敗や政府の効率性が州の経済パフォ
ーマンスに直接的な影響を及ぼすことを示した先行研究も多い。そこで、以下では政府の
腐敗や非効率性の背後にある政治的な背景について見てみたい。 
 
 
３ ビジネス環境の政治的背景 
 
３．１ 政治家の政治的サバイバル 

第 2 節で概観したように、インド国内で州によってビジネスや経済に関わる政策の選択
やその成果はかなりの相違を示しており、その背景にある政治的理由を知ることは、イン
ドで企業活動を行う上で有用であると思われる。インドでは日本と異なるロジックで政治
が展開されており、それがビジネスの戦略のあり方にも影響を及ぼしている。 

一般に政治家は政治的サバイバルを追求する。議員になろうと志す人々はそれぞれに権
力を握った時に実現したい目標を持っているであろう。その目標がどのようなものであっ
ても、その人は議員である限りにおいてその目標を達成できる可能性がある。そのために、
政治家になることを目指す人々は、議員として地位を獲得し、そして維持することを目的
として行動するととらえることができる。インドでは選挙委員会(Election Commission of 
India)がかなり中立的な立場を維持することにこれまでのところ成功してきており、政治
リーダーや与党が選挙結果を操作することは困難であると信じられている。そのため、最
終的には政治家は選挙で多数の票を集めなければ議員になることができないし、政党は多
数の議席を集めなければ与党になることができない。ここまでは日本と同じである。しか



70 
 

し、選挙での票の集め方が日本とは異なっている。 
インドでは、一般に恩顧主義(clientelism)と呼ばれる、個人的な便益の提供と選挙での

票との取引が広く見られてきた。恩顧主義の主要なターゲットは貧困層で、政治家は集票
のために、金、酒、穀物、衣料品、食事などを分配する。貧困層に配られる私的財の財源
としては政府予算が使われることもあるが、富裕層や企業、業界団体から得た私的な資金
も用いられる。その意味で、金権政治と恩顧主義は補完的な関係がある。ちなみに、貧困
層の有権者は、通常はブローカーが間に介在するパトロン－ブローカー－クライアントの
階層的な構造の最下層に取り込まれる。この関係は強固で安定している場合もあれば、流
動的な場合もある。エスニック集団、宗教集団が政治家の支持基盤である時にはかなり強
固な関係になる場合もあるが、選挙の前に地域の有力者が特定の政治家を支持することを
約束するというような緩やかな関係もある。地域の選挙の候補者はさらに上位の政治家と
の関係性をもっていることを有権者に訴求して票を獲得しようとする。つまり自分が当選
すれば、自分と関係の深い有力な政治家に依頼して、選挙区の有権者に便益を提供できる
であろうと選挙で訴える。 

一般的に政治における安定したパトロン－クライアント関係は貧しい有権者が多数存在
する場合に成立しやすい。インドでは 2000 年代に入り高い経済成長の恩恵を受けて、多く
の有権者がパトロンの政治家を通じて得ることができる公的な職、補助金、公的教育、公
的なライセンスに頼らずに済むようになった。また、マスメディアにおいても恩顧主義や
腐敗についての報道を盛んに行うようになり、腐敗した政治家だというレッテルを貼られ
ると恩顧主義から恩恵を受けていない有権者の支持を失うおそれが高まってきた。このよ
うにインドでは近年の経済発展によって、従来のような恩顧主義のメカニズムは作用しに
くい条件が現れてきている。しかし、後述するように、依然として多くの州で選挙で票の
買収行為は続いているようである。 

恩顧主義の効果について、選挙での集票効果は薄くなっているようである。Chauchard 
(2013) は、ムンバイの 2014 年の総選挙と 2017 年の市選挙において、候補者による金や贈
り物の提供は期待されるような集票効果はなく、対立候補が金や贈り物を配ることに対抗
し、その効果を減じるために行っているにすぎないと述べている。また、Bjorkman (2014)
は、ムンバイにおいて 2012 年の市選挙を参与観察し、人々に行政サービスの融通をして信
頼を勝ち得ている “social worker” が票を集めるブローカーの役割を果たす場合もあれば、
金を目当てに一定数の票を動かせると言って金を得ようとする自称ブローカーもいること
を明らかにしている。Bjorkman（2014）は、少なくとも安定した恩顧主義に基づく政治は
2012 年のムンバイ市にはなかったと報告している。Bjorkman (2014) の観察によれば、選
挙の候補者はブローカーに、例えば、「50 人以上の人々を選挙集会に呼んで来い」と伝え
お金を渡す。そして、候補者のスタッフが、各ブローカーが選挙集会に何人連れてきたか
を数えてそのブローカーの力量と忠誠心を評価し、ブローカーにさらに金を渡して集票を
依頼するかどうかを決めるという。ラリー（政治集会）に参加する人々もブローカーを通
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して動員し、お金を払う。また、候補者は選挙区内の各地区の有力者をまわり、支持を約
束してくれた地区の有力者には、当選した後に提供する便益の約束をすると同時に相当額
のお金を置いていく。時には、候補者の陣営に見知らぬ人物が現れ、自分は票を集められ
るけれども協力はいらないかと持ち掛けてくる。候補者側はその人物がどの地域でどのよ
うな人たちの票を何票集められるかなど尋ね、信頼に値すると判断した場合にだけその人
物に金を渡すという。しかし、実際には複数の陣営から金だけ受け取り、選挙での集票に
は協力しない自称ブローカーも存在するという。 

恩顧主義が政策に与える効果として、民主主義体制をとる発展途上国では、貧困層は有
権者の大多数であるにもかかわらず広く彼らの利益になるはずの教育、医療、衛生的な水
などの基本的な公共サービスを十分に受けることができない。恩顧主義の結果、公共支出
において公的部門での雇用や特定の部門に対する補助など、少数の人々の利益となる私的
な価値移転が重視される。そのため、伝統的に社会的弱者である集団（低カーストやイス
ラム教徒）の人口比率が多い地域では、基礎的な医療や教育に対する政府支出が低く
(Betancourt and Gleason 2000)、指定部族の人口比率が多い地域では公共財の供給がかな
り少なくなっている(Banerjee and Somanathan 2007)。 

一方で、恩顧主義の政策効果を前向きにとらえる研究もある。Auerbach (2016)は都市
スラム地域において政党ネットワークの密度（政党のワーカー数の人口に対する比率）が
高いほど、その地域の道路の質、街灯、ごみの回収、医療サービスへのアクセスなどがよ
くなることを報告している。この効果は、住民からの評価がよいと党組織の中でのキャリ
アアップにおいて有利になるというメカニズムに動機づけられた政党のワーカー間の競争
によって発生する。 

 
３．２ 選挙と金 

上記のように有権者に私的な便益を与え、その見返りに選挙での票を獲得する恩顧主義
は経済発展とともに集票効果は薄れているが、それにも関わらず候補者が選挙の前に有権
者に金を配る行為はインドでは根強く残っているようである。Sahoo and Ghosh (2025)は、
23 人の政治家にインタビューを実施し、非常に興味深いデータを示している。彼らの調査
によれば、連邦議会下院の議席を目指す人には通常 5 千万ルピー（約 8500 万円）2から 1
億ルピー（約 1 億７千万円）が必要になるが、豊かな州ではさらに大きな経費が必要にな
り 10 億ルピー（約 17 億円）を超えることもあるという。選挙での１票の買収額も高額化
して 2～3 千ルピー（約 3400 円～5100 円）になっていて、選挙区のほとんどすべての人に
配るという。このような調査結果を見ると、選挙において候補者が金を配るのは、一般に
言われているように、貧困層だけではないということがうかがわれる。政治家には、選挙

 
2 本来であれば、各調査時のルピー・円の為替レートで計算するべきであるが、本報告では 2026 年 2 月
時点の 1 ルピー＝約 1.7 円のレートを用いておおよその日本円を示す。 
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後にも支持者を維持・拡大するための出費が必要になる。テランガナ州の国会議員は支持
者に便益を提供するために毎月 70～100 万ルピー（約 119 万円～170 万円）の支出が必要
で、これらの支出を賄うために裕福な支持者や地元の企業などに支援してもらい、彼らに
対してその見返りを様々な形で行うことになる。このように選挙には多額の金が必要にな
るため、富裕な候補者でなければ立候補できず、政治家を続けることができないという状
況が生まれている。そして、政党の幹部も選挙で勝つ可能性の高い富裕な候補者を優先す
るようになる。 

Berenschot, Bagchi, and Karthik (2024)の論文は、2024 年に行われたオディッシャ州と
アンドラ・プラデシュ州の州議会選挙で各州３つの選挙区を調査した結果に基づいている。
その論文によれば、国会議員、州議会議員の資産は増加傾向にあり、ビジネスに従事する
議員の数も増加しているという。そして、議員がビジネスに従事する部門は、政府の許認
可や政府からの契約に関わる不動産、鉱業、電力、メディア、インフラ建設などが多数含
まれている（アンドラ・プラデシュ州では 45％、オディッシャ州では 29％）。アンドラ・
プラデシュ州の州議会議員は集票のために有権者の 80％に 500 ルピーを渡したが、一部地
域では１票当たりの額が 2000 ルピー（約 3400 円）に上ることもあったという。政治家が
票の買収のために使った金額はアンドラ・プラデシュ州では 2 億 5 千万～6 億 4 千万ルピ
ー（約 4 億 2500 万円～10 億 8800 万円）、オディッシャ州では 9 千万～2 億ルピー（約 1
億 5300 万円～3 億 4 千万円）に及ぶ。票の買収の背景には、有権者の側の要求・期待があ
る。有権者の側には、政治家は選挙が終われば自分たちから巻き上げるのだから、選挙の
前には貰って当たり前だという意識があり、罪の意識は希薄だという。 

このように、インドでは選挙で金が要る。そのために、政治家は金を出してくれる企業
やビジネスマンに依存せざるを得ないし、もともと富裕な人でなければ政治家になること
が難しくなってきている。一方で、政治家とのコネクションを生かしてビジネスでの成功
を手にするビジネスマンもいる。ちなみに、Gandhi and Walton (2012) によると、2012 年
にインドにいた 46 人の Billionaires のうち、主要な富の源が “rent-thick” 部門(不動産、建
設、インフラ・港湾、メディア、セメント、鉱業）であった者が 20 人おり、彼らの富の合
計額が 46 人の富の合計額の 60％であったという。その他の 26 人は、IT、製薬、金融、酒
類、製造業などに従事していた。 

Sastry (2014)によれば、2004～2013 年の連邦議会と州議会の全ての選挙候補者の平均
資産は 1370 万ルピー（約 2329 万円）であり、第 3 位の候補者が 2030 万ルピー（約 3451
万円）、第 2 位で 2470 万ルピー（約 4199 万円）、当選者は 3800 万ルピー（約 6460 万円）
となっており、富裕な候補者ほど当選しやすいようである。そして、現職の議員（国・州）
は任期中に資産を 222％増加させ、選挙で勝利した議員の資産は任期中に次点の候補者に
比べて 4.5％速く増加するという(Sastry 2014)。Fisman et al. (2014)によれば、腐敗の程度
が深刻だと言われる BIMARU 州（ビハール, マディヤ・プラデシュ, ラジャスタン, ウッタ
ル・プラデシュの４州）では他州よりも資産の増加の速さが 2 倍速く、州の大臣はそれ以
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外の政治家よりも 10％速く資産を増やすことができるという。 
また、インドでは議員に当選する前にビジネスに関わりがなかった政治家が、議員に当

選した後にビジネスに進出する場合もあるという。先述の Berenschot et al. (2024) の論文
に例として挙げられているアンドラ・プラデシュ州の州議会議員は、議員になるときの選
挙の宣誓供述書では 50 万ルピー（約 85 万円）の資産があると宣誓した。しかし、いった
ん議員になると自らの選挙区と複数の大都市でまず不動産事業を行うようになった。次に
職業訓練学校を開設し、他の経済領域にもビジネスを拡大し、2024 年の選挙の宣誓供述書
によれば、合金・金属業、インフラ、採石、教育機関、ガソリンスタンド事業を営んでい
る。資産は 2 億ルピー（約 3 億 4 千万円）となり、15 年で資産を 40 倍に増やし、2024 年
にも選挙に勝ったので今も議員を続けているとのことである。 
 
３．３ 政治家の資金源 

かつて Kochanek (1987)が “Briefcase Politics”と呼んだように、1970 年代から 1980 年
代のライセンス・ラージのもとでは、企業は許認可、保護、免税などの優遇措置の見返り
に政治家に賄賂を提供した。経済学では、この時期のインドはマハラノビス・モデルに基
づいた経済発展計画に従って企業活動を調整するために諸規制を設けたと言われるが、実
際のところは政争の影響を受けて腐敗を蔓延させる結果を導いた。ライセンス・ラージの
時代には、政治家は存在もしない特定産業の国有化や新たな規制の計画をちらつかせ、企
業に賄賂を要求した。ほぼすべての大型プロジェクトは大臣室での面談抜きには合意の署
名は得られず、賄賂の金額が折り合わなければ合意には至らなかったという(Kochanek 
1987)。現在では、企業活動のために得なければならない許認可の数は減ったが、政治と
ビジネスの関係は公にされない部分を多く残しているようである。 

インドでは政治家は選挙で勝利するためには莫大な資金を必要とするが、その金を政治
家はどこで得るのか。前述のように中央政府と州政府の専管事項が異なるので、中央と州
では政治家・官僚に賄賂を払う業界が異なる。具体的には、中央政府を巻き込んだ有名な
スキャンダルは、防衛、通信、鉱物資源などの領域で発生しており、州政府レベルでの有
名なスキャンダルは不動産、農業などの領域で起きている。中央政府が管轄である周波数
の配分や防衛分野が中央の政治家の資金源であり、土地の規制は州政府の管轄なので不動
産業者や開発業者が州の政治家にとって重要な資金源となる。建築に必要な細かい砂を川
岸などから違法に採取して建設業者に販売する業者のことをサンド・マフィアと呼ぶ。川
から砂が採取されると自然環境にも、川で生計を立てている人にも、防災上の観点からも
好ましくないが、このサンド・マフィアがいくつかの州の政治家の大きな資金源となって
いる。Jeyaranjan(2019)によれば、1991 年にジャヤラリータがタミル・ナドゥ州首相にな
ってから、特定の業者に砂を採取する特権を与えて見返りに金を支払わせるという慣行が
本格的に制度化されていったという。 

また、農業も州の政治家と関係が深い領域である。Sukhtankar (2012）によれば、マハ
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ラーシュトラ州では製糖工場のほとんどがサトウキビ生産者を組合員とする組合形態をと
っている。1993 年～2005 年の時期にデータが入手可能な 183 の製糖工場のうち 101 の工
場の会長が連邦議会または州議会の選挙に立候補した。そして、選挙の年には、製糖工場
がサトウキビ生産者に支払うサトウキビの価格が下落し、選挙に勝利すると次の年により
高いサトウキビ価格が生産者に支払われるということで、これは候補者に対するサトウキ
ビ生産者による間接的な選挙支援であると考えられるという。 

 
３．４ 政治と犯罪 

インドでは、かつては政治の世界で暴力を用いることも見られた。対立陣営の候補者や
メンバーを殺傷したり、対立候補者の支持者を暴力で脅したり、投票所を暴力的に占拠し
たりという事件も過去には発生したが、現在ではそのような凶悪な事件はまれにしか起き
なくなっている。それにも関わらず、現在でも多くの政治家が犯罪歴があるか、あるいは
犯罪で訴追されている。前述の Sastry(2014)によれば、2004～2013 年の連邦議会と州議会
の全ての選挙候補者（62847 名）のうち、18％（11030 名）が係争中の刑事事件をかかえ、
8％（5253 名）が重大な刑事事件で告訴されている。重大な刑事事件には、1229 件の殺人
事件と 2632 件の殺人未遂事件が含まれている。さらに、978 件の誘拐・拉致事件、1004
件の強盗・dacoity3事件、1319 件の詐欺事件、1720 件の偽造事件が含まれている。50 人の
候補者は 20 件以上の重大な刑事事件に関わっていることが疑われ、うち 5 名は 50 件以上
の事件に関して告訴されている。そして候補者の中で当選者の割合でみると、犯罪歴のな
い候補者のうち 12％が当選し、犯罪歴のある候補者のうち 23％が当選している。 

Aidt et al. （2013）は 2004 年と 2009 年の連邦議会の選挙データを用いて、選挙が接戦
で、有権者に非識字者が多く、脆弱な有権者が多い選挙区で、犯罪歴の疑いのある候補者
が当選する確率が高いことを示している。Aidt et al. (2013) は、犯罪歴のある候補者は選
挙時に暴力の脅しを用いて対立候補の支持者による投票を妨げることができるので当選す
る確率が高いのではないかと述べている。また、Vaishnav (2011)は、州議会選挙において
犯罪歴の疑いのある候補者は犯罪歴のない候補者より多くの資金を持っており、それが政
党にとって有益であるという。なぜなら、第１に候補者が政党に資金を提供してくれ、第
２に資金が豊富な候補者の方が選挙で勝つ確率が高いからである。 

犯罪歴の疑いのある議員の選挙区には、どのような効果が見られるのか。Nanda and 
Pareek (2024)によれば、2004 年と 2009 年の連邦議会選挙において犯罪歴の疑いのある国
会議員の選挙区では企業が事業プロジェクトを開始したり完了する確率が減少し、新しい
プロジェクトに対する投資家の反応が低くなる一方で、公企業の投資が増加するという。
Chemin (2012) は、2004 年の選挙で犯罪歴の疑いのある議員の選挙区では SC/ST/OBC の
一人当たり消費支出が 19％減少し、人身及び公共秩序に対する犯罪は 19％増加したことを

 
3 武装した強盗団によって組織的に引き起こされる強盗事件のこと。 
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明らかにした。また、Prakash et al. (2019) によれば、2004 年～2008 年の州議会選挙で僅
差で当選した犯罪歴のある議員の選挙区では夜間の光の強度の増加率が 24％低くなり
（2.4％の経済成長率の低下に相当する）、農村部の道路の建設に対しても負の効果が見ら
れるという。議員が重大な犯罪あるいは複数の犯罪の容疑をかけられている、野党の議員
である、大学未満の教育しか受けていない、中位数以下の富しか持たない場合にこの負の
効果は大きくなり、特に発展の程度が低く腐敗している州で負の効果が顕著になるという。 

インドでは、ビジネス界と政治家の癒着は、金を儲けたビジネスマンが政治家に賄賂や
政治献金を渡すという構図だけではなく、ビジネスマンが政治に参入したり、さらに議員
に当選した暁にはその権力を濫用してそれまで従事していたビジネスを拡大・多角化する
ケースもあるという。Sinha et al. (2019) によれば、2019 年の連邦議会下院の選挙で、下
院議員 542 人のうち 154 人がビジネスに従事しており、ほぼ全ての州と全ての政党にビジ
ネスに従事する議員ビジネスマンがいることを示している。 

 
３．５ 利益供与政治 

一般に恩顧主義におけるパトロンークライアント関係は貧しい有権者が多数存在する場
合に有効であり、ある程度人々の所得が上昇してくると、私的財の提供の見返りにその候
補者に投票するという 1 対 1 の関係から、政治家による匿名の集団に対する利益供与の選
挙戦略がとられるようになる。例えば、未組織の農民一般とか、特定のエスニック集団一
般とか、あるいはある選挙区の有権者全体などに対して、そのメンバーだけに利益が享受
される財（クラブ財）を提供する政策をとり、その集団の有権者が選挙で票を投じてくれ
ることを期待する。これは日本でも広く見られる選挙戦略である。 

Chandra (2004) によれば、政策を通じて私的な便益を提供するパトロネージ政治にお
いて、個人の有権者は特定の集団の構成員として投票した方が確率的に便益を得やすくな
るという。そして、エスニシティー以外のアイデンティティーで個人を区別することが困
難であるために、有権者も政治家もエスニック・アイデンティティーに基づいた便益の提
供と選挙での票の間の取引を目指すという。有権者は個人として便益を得られなくても、
他のメンバーが、例えば、公的部門での職などの便益を得ていれば将来自分が便益を得ら
れる期待をいだくことができるし、必要な時に政治家の支援で政府から優遇措置を受けら
れる可能性が高まる。 Chandra (2004)によれば、エスニック集団のメンバーは同じエスニ
シティーの政治家が政府で得ている要職の数で、与党が自分たちのエスニシティーをどれ
くらい重視しているか推定するという。 

農民に対する利益供与の例として、Cole（2009）は、公的金融機関からの農業向け融資
は選挙の年に大きく増加し、そのような増加は選挙以外の年や民間金融機関では観察され
ないことを示している。彼によれば、公的金融機関からの農業向け融資は前回の選挙で候
補者の得票差が僅差だった選挙区で大きく、農業向け融資の債務不履行（債務免除）は選
挙の年に増加し、一方で農業向け融資の増加は農業への投資や生産量に影響を与えないと
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いう。 
政治家が、組織化されていない社会経済集団の一類型として、選挙区の有権者という集

団に便益を提供する利益供与政治も広範に観察される。Khalil et al. (2021) は、1992 年か
ら 2008 年に 17 の主要州の州首相の任期中に、州首相の選挙区は夜間の光に強度が 13％高
く、その効果は任期終了に向けて低下し、また反対政党の党首の選挙区では負の効果が観
察されることを示している。また、Asher and Novosad (2017) は、州政府で与党の州議会
議員の選挙区では、民間部門の雇用が増加し、企業の株価は高まり、経済成長率（夜間光
強度で測定）も高いことを報告している 。Ahmad (2011) は、中央政府は浮動票の有権者
が多い州に裁量的な資金を多く割り当て、その傾向は選挙の年に顕著になること、そして
選挙以外の年にはコアの支持者が多い州に多くの資金を分配することを示している。 

 
３．６ バラマキ政治～Freebies 

短期的な選挙戦略として、比較的大きな社会経済集団に対して無料で配分される財・サ
ービスを Freebies と呼ぶ。タミル・ナドゥ州においてカマラジ州首相による無料の学校給
食（1960 年代初め）、ドラヴィダ進歩連盟党によるカラーテレビ、ジャヤラリータ州首相
によるノートＰＣなどはかつてばらまかれた著名な Freebies の例である。その他にも、ウ
ッタル・プラデシュ州やアンドラ・プラデシュ州で配布されたガスシリンダー4 、ウッタ
ル・プラデシュ州、ラジャスタン州のスマートフォン、ビハール州の女子学生向け自転車、
他にも無料の電力、無料のバス乗車、現金給付など多様な財・サービスが Freebies として
提供されてきたが、モディ政権による約 5 億人の低所得者に最大 56 万ルピーまで医療費を
政府が負担する健康保険制度 Ayushman Bharat Scheme も全国規模の Freebies の提供であ
ると言えよう。これらの Freebies は、社会公正の観点から、また経済発展を促進する条件
という観点から望ましい面もある。しかし、費用に対して便益が小さいにもかかわらず選
挙での勝利を目指した、財政赤字を拡大させるポピュリスト的な浪費政策と批判されるこ
ともある。現在も数多くの州政府が Freebies の乱発で競い合っている。 

 
３．７ 官僚の腐敗 

これまで見てきたのは、政治家が関与する腐敗で “Grand corruption”, “Legislative 
corruption”などと呼ばれるものだが、次に前線の公務員が市民から賄賂を巻き上げる 
“petty corruption” について見てみよう。インドは Transparency International の腐敗認知指
数によれば、2024 年に 180 か国中で 96 位にランクしており、腐敗の程度が相対的に高い
国だと言える。 

Centre for Media Studies (2005) が行った調査結果に基づく推計によれば、一般市民が

 
4 Pradhan Mantri Ujjwala Yojana for BPL Women として、ウッタル・プラデシュ州やアンドラ・プラデシ
ュ州などが追加の費用を負担して Diwali Gift として提供された。 
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利用する諸行政サービスの腐敗のために市民が支払った賄賂の総額は年間 2100 億ルピー
（約 3570 億円）だと推計されている。同調査で市民が最も腐敗していると回答した行政サ
ービスは、最も清廉さが要求される警察、裁判所、学校、病院などである。Bertrand et al. 
(2007) は、デリーの自動車免許試験場では、意図的に運転試験で受験者を不合格にして賄
賂を支払うように動機づけており、賄賂を支払えば運転能力がなくても運転免許を取得で
きると伝えている。Neihaus et al. (2013)は、カルナータカ州で貧困層に対象を絞った公共
配給システム(Targeted Public Distribution System)において、BPL(below poverty line)カー
ドを取得するために 75％の家庭が賄賂を支払い、本来 BPL カードを取得する資格のない
家庭の 70％がカードを取得し、本来受給される資格のある家庭の 13％がカードを得ていな
かったと報告している。 

日本の国家上級公務員以上にエリート官僚である IAS (Indian Administrative Services)
オフィサーを除く公務員ポストはしばしば金で売買され、金でポストを買った官僚は支払
いを上回る収入を任期中に得ようとするという(Wade 1985)。彼によれば、灌漑課の主任
技師(superintendent engineer)のポストの価格はその地位の給料の 40 倍だという。40 年前
の話であるから、現在では官職の売買をめぐる状況はよくなっていると推察される。
Niehaus and Sukhtankar (2013a, b)によると、オディッシャ州とアンドラ・プラデシュ州で
NREGS (National Rural Employment Guarantee Scheme) で雇用された労働者への支払いの
70～80％が横領されていた。また、2007‐08 年に Food Corporation of India から調達され
た米と小麦の 44％が Fair Price Shop5で販売されるまでに失われ、その率はビハール州では
90％にも上っていた。ただし、これらの横領には公務員だけではなく、地域エリートによ
る横領も含まれている。 

公務員による腐敗の一種であるともいえる怠惰な勤務状況はインドでは深刻である。
Chaudhury et al (2006)の調査によれば、インド全土で教師の無断欠勤率は 25％、ヘルスケ
アワーカーは 40％であった。Das and Hammer (2007)の調査によれば、ウダイプル市で
54％のヘルスケアワーカーが無断欠勤し、公共の病院において、出勤していても民間で働
く時よりも質の低い医療サービスしか提供していないことを明らかにした。また、貧しい
地域では医者の無断欠勤率が高いことも報告している。Chaudhury (2006)は小学校の就学
率はほぼ 100％であるにもかかわらず、農村地域の 5 年生の 56％しか単純なお話を読むこ
とさえできないことを報告している。Banerjee et al. (2008)はラジャスタン州のヘルスセン
ターでスタンプカード制度を導入したことで当初は欠勤率が大幅に下がったが、16 か月後
には元の水準にまで戻ってしまったことを報告している。Dhaliwal and Hanna (2014）は、
カルナータカ州では欠勤を防ぐための仕組みを導入したところ、農村部で看護師を採用す
ることが困難になってしまったと伝えている。 

 
5 食糧、砂糖、食用油などの生活必需品を貧困層や社会的弱者に補助金付きの価格で販売する政府運営の
小売店のこと。 
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上述の Centre for Media Studies は
2018 年にも類似の報告書を出している
ので、2005 年の報告書と比較してみた
い。表６の右側の列は腐敗を経験した
家計の割合を示している。テランガナで
は 73％、タミル・ナドゥ 38％、カルナ
ータカ 36％、ビハール 35％が高く、グ
ジャラート 13％、ウッタル・プラデシ
ュ 14％、マディヤ・プラデシュ 15％、
西ベンガル 15％などとなっていて、州
に関するイメージと少しずれている。こ
の調査結果によれば BIMARU に属する
州で必ずしも腐敗がひどいわけではないようである。公共サービス別に家計が腐敗を経験
した割合は交通が 21％、警察が 20％、土地・住宅が 16％、医療・健康が 10％などとなっ
ている。同じ Centre for Media Studies による 2005 年報告書でほぼ同じ指標と考えられる 
“direct experience of bribing” では、警察 80％、土地 48%、政府系病院 27% などとなって
おり、2005 年から 2018 年にか
けて劇的に改善していること
がわかる。2011 年 4 月の Anna 
Hazare の反腐敗のためのハン
ガーストライキをはじめとす
る市民の反腐敗運動や、モデ
ィ首相による反腐敗のスロー
ガンがこのような腐敗の減少
をもたらしているのであろう
か。 

2018 年の同報告書ではどの
ような状況で何のために賄賂
を支払うのかについて調査結
果が示されており、表７のよ
うになっている。カテゴリー
別で一番多い 「交通」 で圧倒
的に多いのは運転免許証の発
行 と 更 新 で あ る 。 前 述 の
Bertrand et al. (2006) の論文で
白日の下にさらされた有名な
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ケースで、その後デジタル化によってよくなったという話をインドで聞いたことがあるが、
2018 年報告書の調査時点ではまだ効果は小さかったようである。警察で一番多いのは 
“challan”（交通違反切符）の発行を避けるために払う賄賂である。また警察では苦情を登
録するのに賄賂を払わなければいけない。病院では、外来診察を受けるだけで賄賂、処方
箋を得るのにも入院のベッドを確保するのにも賄賂が求められ、学校では入学許可、奨学
金の応募に賄賂を求められ、銀行では口座開設、融資、年金・奨学金の受け取りにも賄賂
を支払わされるケースがあることが報告されている。 
 
 
４ 日系企業が進出する際に 
 

日本では、定められたルールに従えば、極端な滞りもなく諸手続きが進み、概ね期待さ
れる行政サービスを政府から受けられるし、何か問題が発生しても裁判所等である程度公
正な裁定を受けることが期待できる。しかし、インドでは現時点ではそうではない。ルー
ルがあってもその通りに事態が進むとは期待できない。政治家や官僚が賄賂を要求してき
たり、あるいは競合企業による影響力の行使によって自社に不利な措置、例えば、ルール
通りであれば得られるはずの許認可が下りなかったり、公共サービスを受けられなかった
り、それが遅延させられたりすることがある。そのような時にどうすべきなのか、著者に
は判断できない。少なくとも言えることは、インド社会では、直面する事態に関係する官
僚・政治家よりもさらに有力な人物の影響力が働けば、事態は変わるであろうということ
である。インドでは、ルールだけでなく、人間関係によって決まる領域が日本に比べてか
なり大きいと思われる。そのため、日本企業がインドに進出する場合には、インド社会に
詳しい現地のコンサルタントや法律事務所などに相談して、きわめて慎重に検討すること
が望ましい。インドで参入する産業に関わる政治家や官僚、進出先の州や地域で影響力を
持つ政治家や有力者、当該産業でのビジネス慣行など、自社が進出する産業の状況だけで
なく、政治や社会も含めた社会システム全体の働き方について深い知識を必要とする。一
方で、日本で受け入れられているような正論が影響力を持つ面もあり、どのように線引き
されているのか理解が困難である。ビジネスに関わる人々がインドで様々なアクターと渡
り合うためには、かなりの知識と苦労が必要なのではないかと想像される。 
 
 
5 結び 
 

本章では、インド諸州のビジネス環境の間に大きな差異があることを踏まえて、ビジネ
ス環境のあり方に影響を及ぼす政策の相違、そのまた背後にあるインド政治の Modus 
Operandi を概観した。インド政治のやり方・仕方は、現代日本のそれとはかなり異なり、
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公式の法律・条例などに記されたルール通りに物事が動くとは限らない。インドでの政策
のあり方を理解する上では、政治家は何にも増して選挙での再選を追求しており、再選の
ためにはインドでは巨額の資金が必要となる。その資金を獲得するために、政治家は企業
などから資金を調達し、その見返りに資金を提供してくれた企業などに権力を行使して有
利な措置を施す。また、政治家は政治資金を用いて、選挙時は有権者に金などをばらまい
て票を得ようと働きかけ、選挙と選挙の間には支持者に対して便益を提供して支持者を維
持しようとする。このような政治・選挙戦略により、日本人には理解しがたい形で政策の
形成と執行が歪められ、経済的な合理性から乖離した、しかし政治的な合理性に沿った政
策に落ち着く。このような政治のやり方・仕方を理解しておくと、各州政府の政策の背景
を理解しやすくなり、問題に直面した時にも実現の薄い希望に期待をかけることなく、現
実的な対策を立てやすくなると考えられる。 
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